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会津美里町下水道事業経営戦略（改定） 

 

 

団 体 名  福島県大沼郡会津美里町  

 

事 業 名  特定環境保全公共下水道事業  

 

策 定 日  平成 29 年 3 月（令和 4年 3 月改定）  

 

計 画 期 間  平成 29 年度  ～  令和 8 年度  

 

１．事業概要 

 (1) 事業の現況 

  ① 施 設 

 供用開始年度 平成 16 年度 法適（全部適用・一部適用） 
法適（一部適用） 

（ 供 用 開 始 後 年 数 ） （17 年）  非 適 の 区 分  

処 理 区 域 内 人 口 密 度 19.1 人/ha 
流 域 下 水 道 等 へ の 

無 
 接 続 の 有 無  

 処 理 区 数  0 処理区（公共下水道高田処理区に含まれる） 

 処 理 場 数  0 箇所（会津高田浄化センターに含まれる） 

広域化・共同化・最適化 
特になし 

 実施状況*1  

 

*1 「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。 

「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・

共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴

収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。 

「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排・浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最

適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。 

 

 

 

 

 

 

  ② 使 用 料 

 一般家庭用使用料体系の 
別紙 1 

概 要 ・ 考 え 方 

業 務 用 使 用 料 体 系 の 
別紙 1 

概 要 ・ 考 え 方 

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の 
別紙 1 

概 要 ・ 考 え 方 

条 例 上 の 使 用 料 * 2 平成25年度 4,725 円 実 質 的 な 使 用 料 * 3 平成25年度 2,436 円 

（ １ 世 帯 3 人 あ た り ） 平成26年度 4,860 円 （ ２ ０ ㎥ あ た り ） 平成26年度 2,498 円 

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 平成27年度 4,860 円 ※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 平成27年度 2,656 円 

*2 条例上の使用料とは、家族構成員を 3人として計算した使用料をいう。 

*3 実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に 20 ㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をい

う。  
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③ 組 織 

  水道事業及び下水道事業は 12 人で運営しており、上下水道総務係、上下水道係に

分かれて業務に当たっています。下水道事業における職員給与の予算措置について

は、損益勘定支弁職員 3名、資本勘定支弁職員 1 名を配置しています。 

 職 員 数  

 

 下水道事業（公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、

特定地域生活排水処理事業）については、水道事業と併せ運営されています。 

 

【下水道事業運営組織】 

課長 1名 課長補佐 1 名 上下水道総務係 4名 上下水道係 6 名 

 

【組織体制の再編及び実施年度】 

平成 31 年 4 月機構改革により上下水道課と建設課が統合 

建設水道課 職員数 25 名 

課長 1名 課長補佐 2 名 上下水道総務係 4名 上下水道係 6 名 管理係 6 名  

建設係 6 名 

事 業 運 営 組 織 

 

 

 (2) 民間活力の活用等 

 

民 間 活 用 の 状 況 

ア 民間委託 中継ポンプ運転管理業務委託を民間事業者に委

託しています。今後も住民サービスの向上と維持

管理費のバランスを考慮しつつ、窓口業務や料金

関係業務のアウトソーシングも視野に入れ、費用

対効果の向上により経費削減を図れるよう検討し

ていきます。 

  （包括的民間委託を含む） 

イ 指定管理者制度 
 包括的民間委託等について検討していく予定で

すので、指定管理者制度については未検討です。 

ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ 事業実現性、導入可能性を検討していきます。 

資 産 活 用 の 状 況 

ア エネルギー利用 下水道は、汚泥中の有機物、再生可能エネルギ

ー熱である下水熱など多くの資源・エネルギーポ

テンシャルを有していますが、初期投資に要する

コストが大きく、処理場の規模によりスケールメ

リットが十分に働かないなどの点があり活用して

いません。 

  （下水熱・下水汚泥・発電等）*4 

イ 土地・施設等利用 
特になし 

  （未利用土地・施設の活用等）*5 

 

*4 「エネルギー利用」とは、下水汚泥・下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源（資産を含む）を用いた収入増につながる取

組を指す。  

*5 「土地・施設等利用」とは、土地・建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売

却は除く）。  
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 (3) 経営比較分析表を活用した現状分析 

   ※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析

表）を添付しています。 

 別紙 2 

・分析内容 

【経費回収率】 

類似団体と比較し低い値となっています。汚水処理に係る費用が使用料の収入により賄われていない状況

です。接続率の向上及び経費の削減等に努めます。 

【汚水処理原価】 

 類似団体と比較し低い値となっています。今後も維持管理費の削減、接続率の向上による有収水量の増加

等の取組みに努めます。 

【水洗化率】 

 類似団体と比較し低い値となっています。接続率向上に対する取組みが必要となっています。 

 

この経営比較分析表を活用し、他の類似団体との比較や分析を行い経営の現状及び課題を把握し経営計画

に反映していきます。 

また、より正確な経営状況及び財政状態を把握するため、令和 2 年度から地方公営企業法の一部（財務規

定等）を適用しました。 

 

２．経営の基本方針 

 ・効率化経営健全化のための取組方針 

処理区域内の接続率向上を図るとともに、より一層コスト削減に積極的に取組み施設の有効的かつ効率的

な事業運営と、業務の効率化を図り経営の健全化に努め、適切な施設管理により将来にわたり持続的なサー

ビスを提供します。 

また、令和 2 年 4 月 1 日に地方公営企業法の一部（財務規定等）を適用したことにより独立性及び透明性

を高めるとともに今後の計画に反映していきます。 

 

事業概要 ・計画処理区域  15ha 

          ・計画処理人口  300 人 

  

 

３．投資・財政計画（収支計画） 

 

(1) 投資・財政計画（収支計画）：別紙 3 

 

(2) 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

 ・投資の目標に関する事項 

 事業は完了しているため計画期間中の補助事業等の予定はありません。 

・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項 

 後付公共マス設置工事を見込んでいます。 

・投資の平準化に関する事項 

 将来の施設の更新に当たっては、予防保全型維持管理により長寿命化を図り、ライフサイクルコストの低

減と投資の平準化を図りながら計画的に進めていきます。 
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② 収支計画のうち財源についての説明 

 ・財源の目標に関する事項  

 工事負担金については、後付公共マス設置工事に伴う受益者分担金を見込んでいます。 

 ・使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項 

平成 29 年度から令和 5年度まで接続促進のための助成金を交付しておりますが、接続率向上のため、助成期

間の延長を検討します。また、接続件数の増加により使用料金の増収を見込んでいます。 

・繰入金に関する事項 

一般会計繰入金は、繰出基準に基づいて算定するとともに、収支不足額を基準外繰入として算定します。 

 

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

 ・動力費に関する事項 

令和 4年度予算ベースで算定し、毎年汚水処理量の増加による経費増を見込んで算出しています。 

・修繕費に関する事項 

 令和 4 年度予算ベースで算定し、毎年経年劣化による修繕費の増加を見込んで算出しています。 

・委託費に関する事項 

令和 4 年度予算ベースで算定し、施設の経年劣化及び汚水処理量の増加による経費増を見込んで算出して

います。 

 

(3) 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

① 今後の投資についての考え方・検討状況 

 

広域化・共同化・最適化に関する事項  特になし 

投 資 の 平 準 化 に 関 す る 事 項 
 施設及び管路の更新については、予防保全型維持管理により長寿命化を

図りながら計画的な検討をしていきます。 

民 間 活 力 の 活 用 に 関 す る 事 項 

（ＰＰＰ/ＰＦＩなど） 

業務委託については、仕様発注から性能発注への発注スタイルの変更を

検討し、包括的民間委託などの PPP の活用など委託手法について検討して

いきます。 

そ の 他 の 取 組 特になし 

 

② 今後の財源についての考え方・検討状況 

 

使 用 料 の 見 直 し に 関 す る 事 項 

経費回収率の向上に向け、少なくとも 5年に一度、使用者の適正な費用

負担について検討し、必要な場合は住民の理解を得て、料金改定を行って

いきます。 

資産活用による収入増加の取組について 
下水道事業における資産は、施設等の固定資産が主なため現在は検討を

行っておりませんが、今後必要に応じ検討していきます。 

そ の 他 の 取 組  特になし 
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③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

 民 間 活 力 の 活 用 に 関 す る 事 項 

（包括的民間委託等の民間委託、指定管 

理者制度、ＰＰＰ/ＰＦＩなど） 

当面は現在の民間委託を継続し、包括的民間委託を検討しながら更なる

経費削減が図れるよう取組んでいきます。 

職 員 給 与 費 に 関 す る 事 項 特になし 

動 力 費 に 関 す る 事 項  設備更新・改修の際に省電力のものへ変更するなど検討していきます。 

薬 品 費 に 関 す る 事 項 運転管理委託費に含めるなど経費削減が可能か検討していきます。 

 

修 繕 費 に 関 す る 事 項 
長寿命化によるライフサイクルコストの低減と投資の平準化が図れる

よう修繕計画に基づき適宜必要な修繕を実施していきます。 

委 託 費 に 関 す る 事 項 
統合できる委託業務について検討し、経費の削減・効率化に努めていき

ます。 

そ の 他 の 取 組  特になし 

 

４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

 

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、 

更 新 等 に 関 す る 事 項 

毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、また最低でも 5年ごとに見直し（ロ

ーリング）を行い必要に応じて更新を行っていきます。 

 



別紙1 

区分 使用料の月額 

基本料金 人数割 

一般世帯 1世帯当たり

3,000円 

世帯員数×500円 

店舗及び事業

所等 

1営業店又は1事

業所当たり

3,000円 

公民館・集会施設 建築延面積×0.055×500円 

体育館 建築延面積×0.045×500円 

老人福祉センター・児童福祉施設等 建築延面積×0.055×500円 

美術館・資料館等 建築延面積×0.075×500円 

老人ホーム・介護施設・ユースホステル 定員×500円 

ホテル・旅館等(宴会場を有しない場合) 建築延面積×0.075×500円 

ホテル・旅館等(宴会場を有する場合) 建築延面積×0.15×500円 

病院 ベッド数×定数6×500円 

医院・診療所 建築延面積×0.11×500円 

マーケット 建築延面積×0.075×500円 

店舗 建築延面積×0.06×500円 

飲食店 建築延面積×0.24×500円 

喫茶店 建築延面積×0.11×500円 

パチンコ店・ゲームセンター 建築延面積×0.11×500円 

カラオケボックス 建築延面積×0.11×500円 

テニスコート・プール(し尿のみ) 総便器数×500円 

駐車場・車庫 総便器数×500円 

ガソリンスタンド 建築面積×0.06×500円 

保育所・幼稚園・小学校・中学校・給食センター (児童・生徒数＋教

職員数)×0.2×500円 

高校 (生徒数＋教職員数)×0.25×500円 

事務所・事業所 建築延面積×0.06×500円 

工場・作業所(厨房有り) 従業員数×0.75×500円 

工場・作業所(厨房なし) 従業員数×0.3×500円 

集荷場 建築延面積×0.06×500円 

倉庫 建築延面積×0.02×500円 

公衆便所 総便器数×500円 

地区集会所・消防屯所 無し 

備考 1 一般世帯において、店舗及び事業所等と併用している場合には、一般世帯の使用料に店舗及び事業

所等の人数割を加算する。ただし、排水設備をもたない施設は、この限りでない。 

2 店舗及び事業所等については、「負担金(分担金)使用料算定における運用基準」による。 

3 店舗及び事業所等の人数割算定式中「建築延面積×係数」に小数点以下の端数が生じた場合その数

が1に満たない場合は1とし、その係数が1を超える場合で1に満たない端数が生じたときはその端数

を切り捨てる。 

4 店舗及び事業所等の用途がこの表にない場合は、類似する用途の算定式を用いて使用料を算定す

る。 

上記により算出した額に、消費税及び地方消費税を加算した額。 



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

有形固定資産減価償却率
減価償却がどの程度進んでいるか表す指標で、類似
団体平均値より低くなっている。現在、法定耐用年
数を経過した管渠はない。

管渠老朽化率
法廷耐用年数を超えた管渠延長の割合で、耐用年数
を超えたものはないため、0％となっている。

管渠改善率
現在、法定耐用年数を経過した管渠はないが、更新
等の財源確保、更新費用等削減のための計画的な管
渠の点検及び維持管理が必要である。

2. 老朽化の状況

全体総括

　本町の特定環境保全公共下水道事業は整備完了し
ている。
　維持管理・受付業務においては、各処理場の運
転・保守管理や、各支所窓口業務において、民間委
託を活用することで、サービスの向上、効率的な施
設の維持管理を行い、経費削減に取り組んでいる。
　しかし、人口減少による料金収入の減少、施設・
整備の老朽化に伴う施設の更新投資や、多額の企業
債償還が見込まれるなど、将来的な事業経営の課題
に対応するため、令和2年4月1日に地方公営企業法
の一部（財務規定等）を適用した。
　今後も計画的な維持管理や適切な事業選択などに
より、経営のさらなる効率化を図り、健全かつ持続
可能な下水道事業経営に努める。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

経常収支比率
維持管理費や企業債支払利息等の費用を使用料収入
や一般会計からの繰入金等の収益で賄えている状況
である。

累積欠損金比率
累積欠損金は発生していない。

流動比率
流動資産で流動負債を賄えていない状況である。接
続率の向上及び経費の削減等に努め、支払能力を高
める必要がある。

企業債残高対事業規模比率
類似団体平均値よりも上回っている。将来的な財政
負担を見据えた財政運営により、可能な限り企業債
残高の縮減を図っていく必要がある。

経費回収率
汚水処理に係る費用が使用料の収入により賄われて
いない状況である。接続率の向上及び経費の削減等
に努めていく。

汚水処理原価
類似団体と比較し低い値となっている。今後も投資
の効率化や維持管理費の削減、接続率の向上による
有収水量の増加等の取組みに努めていく。

水洗化率
類似団体と比較し低い値となっている。接続率向上
に対する取組みが必要である。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 74.57 1.47 100.00 4,950 287 0.15 1,913.33

276.33 71.56 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 非設置 19,773

経営比較分析表（令和2年度決算）
福島県　会津美里町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 0.00

平均値 - - - - 0.39

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 100.00

平均値 - - - - 105.78

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 3.22

平均値 - - - - 21.36

0.00

0.01

0.02

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 0.00

平均値 - - - - 0.01

①経常収支比率(％)

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 0.00

平均値 - - - - 63.96

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 60.72

平均値 - - - - 44.24

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 2,103.50

平均値 - - - - 1,258.43

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 59.34

平均値 - - - - 73.36

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 149.99

平均値 - - - - 224.88

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - -

平均値 - - - - 42.40

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 65.85

平均値 - - - - 84.19

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.83】 【61.55】 【45.34】 【1,260.21】

【84.75】【42.90】【215.41】【75.29】

【23.60】 【0.01】 【0.30】

ID0328
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

8,998 6,061 5,791 6,927 6,047

3,075 3,145 3,142 3,198 2,789

3,075 3,145 3,142 3,198 2,789

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

5,923 2,916 2,649 3,729 3,258

5,923 2,916 2,649 3,729 3,258

イ 0 0 0 0 0

ウ 0 0 0 0 0

1,698 1,645 1,545 2,619 1,675

451 490 453 1,590 710

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

451 490 453 1,590 710

1,247 1,155 1,092 1,029 965

1,247 1,155 1,092 1,029 965

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

7,300 4,416 4,246 4,308 4,372

0 0 270 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 270 0 0

0 0 0 0 0

7,300 4,416 4,516 4,308 4,372

0 0 270 0 0

0 0 0 0 0

7,300 4,416 4,246 4,308 4,372

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

△ 7,300 △ 4,416 △ 4,246 △ 4,308 △ 4,372

(5) そ の 他

3 収 支 差 引 (F)-(G)

(H)

(3) 他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

(4) 他 会 計 へ の 繰 出 金

資
本
的
支
出

(2) 地 方 債 償 還 金

(I)

(G)

(1) 建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

(7) そ の 他

2 資 本 的 支 出

収 支 差 引 (A)-(D)

(5) 国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

(6) 工 事 負 担 金

(3) 他 会 計 借 入 金

(4) 固 定 資 産 売 却 代 金

(E)

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

1 資 本 的 収 入 (F)

ア 支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

イ そ の 他

(1) 地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

(2) 他 会 計 補 助 金

3

(2) 営 業 外 費 用

収
益
的
支
出

2 総 費 用

(1) 営 業 費 用

ア 職 員 給 与 費

そ の 他

(C)

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

1 総 収 益 (A)

(1) 営 業 収 益 (B)

ウ そ の 他

(2) 営 業 外 収 益

う ち 退 職 手 当

イ そ の 他

(D)

様式第２号（法非適用企業）

投資・財政計画（特定環境保全公共下水道）
（収支計画）

税込（単位：千円、％）

年 度

（決算） （決算） （決算）区 分 （決算）

ア 他 会 計 繰 入 金

収 益 的 支 出 に 充 て た 地 方 債

（決算）

ア 料 金 収 入

イ 受 託 工 事 収 益

別
紙

3



平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

営業収益－受託工事収益 3,075 3,145 3,142 3,198 2,789

0 0 0 0 0

77,710 73,294 69,048 64,740 60,368

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

5,923 2,916 2,649 3,729 3,258

5,923 2,916 1,895 3,209 1,688

0 0 754 520 1,570

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

5,923 2,916 2,649 3,729 3,258合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

地 方 債 残 高 (X)

○他会計繰入金 税込（単位：千円、％）

年 度

（決算） （決算）区 分 （決算） （決算） （決算）

算 定 し た 資 金 不 足 比 率

他 会 計 借 入 金 残 高 (W)

健 全 化 法 第 22 条 に よ り
((T)/(V) × 100)

事 業 の 規 模

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
(V)

解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
(U)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
(T)

資 金 の 不 足 額

(B)-(C) (S)

地 方 財 政 法 に よ る
((R)/(S) × 100)

資 金 不 足 の 比 率

資 金 の 不 足 額

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第１項により算定 した
(R)

(D)+(H)
100 100 100100 100

(B)-(C)

収 益 的 収 支 比 率 （
（A)

× 100)

0 00 0 0赤 字 比 率 （
(Q)

× 100)

実 質 収 支 黒 字 (P)

(N)-(O) 赤 字 (Q)

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M) (N)

翌 年 度 へ 繰 越 す べ き 財 源 (O)

前 年 度 か ら の 繰 越 金 (L)

前 年 度 繰 上 充 用 金 (M)

収 支 再 差 引 (E)+(I) (J)

積 立 金 (K)

様式第２号（法非適用企業）

投資・財政計画（特定環境保全公共下水道）
（収支計画）

税込（単位：千円、％）

年 度

（決算） （決算）区 分 （決算） （決算） （決算）



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画（特定環境保全公共下水道）
（収支計画）

税抜（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和2年度 令和3年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見込）

１． (A) 2,659 2,681 3,182 3,213 3,245 3,277 3,309
(1) 2,659 2,680 3,181 3,212 3,244 3,276 3,308
(2) (B)
(3) 1 1 1 1 1 1

２． 7,309 9,026 7,205 7,154 6,119 5,785 5,730
(1) 3,168 4,885 3,064 3,013 2,535 2,360 2,305

3,168 4,885 3,064 3,013 2,535 2,360 2,305

(2) 4,141 4,140 4,140 4,140 3,583 3,424 3,424
(3) 1 1 1 1 1 1

(C) 9,968 11,707 10,387 10,367 9,364 9,062 9,039
１． 8,938 10,733 9,601 9,649 8,715 8,483 8,532
(1)

(2) 1,696 3,490 2,358 2,406 2,454 2,503 2,552
88 96 96 98 100 103 106

1,077 200 206 212 218 224

1,608 2,317 2,062 2,102 2,142 2,182 2,222
(3) 7,242 7,243 7,243 7,243 6,261 5,980 5,980

２． 1,030 965 777 709 640 570 498
(1) 901 835 768 700 631 561 489
(2) 129 130 9 9 9 9 9

(D) 9,968 11,698 10,378 10,358 9,355 9,053 9,030
(E) 9 9 9 9 9 9
(F)
(G) 9 9 9 9 9 9
(H) △ 9 △ 9 △ 9 △ 9 △ 9 △ 9

(I)
(J) 2,832 1,488 1,613 2,012 1,924 1,650 1,660

634 531 700 642 649 655 661
(K) 4,664 4,736 4,846 4,915 4,985 5,057 5,130

4,502 4,570 4,638 4,707 4,777 4,849 4,922

162 166 208 208 208 208 208
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 2,659 2,681 3,182 3,213 3,245 3,277 3,309

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

(F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

そ の 他 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

流 動 資 産
う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金

そ の 他

営 業 収 益

令和7年度 令和8年度令和5年度 令和6年度令和4年度



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画（特定環境保全公共下水道）
（収支計画）

税込（単位：千円）
年　　　　　度 令和2年度 令和3年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見 込）

１．

２． 3,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,850

３．

４．

５．

６．

７．

８． 550 550 550 550 550

９．

(A) 3,500 2,050 2,050 2,050 2,050 2,400

(B)

(C) 3,500 2,050 2,050 2,050 2,050 2,400

１． 550 550 550 550 550

２． 4,436 4,503 4,570 4,638 4,707 4,777 4,849

３．

４．

５．

(D) 4,436 4,503 5,120 5,188 5,257 5,327 5,399

(E) 936 4,503 3,070 3,138 3,207 3,277 2,999

１． 936 4,503 3,070 3,138 3,207 3,277 2,999

２．

３．

４．

(F) 936 4,503 3,070 3,138 3,207 3,277 2,999

(G)

(H) 55,933 51,430 46,860 42,222 37,515 32,738 27,889

○他会計繰入金 税込（単位：千円）
年　　　　　度 令和2年度 令和3年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見 込）

3,168 4,885 3,064 3,013 2,535 2,360 2,305

1,346 2,963 1,880 1,811 1,317 1,125 1,053

1,822 1,922 1,184 1,202 1,218 1,235 1,252

3,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,850

3,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,850

6,668 4,885 4,564 4,513 4,035 3,860 4,155

令和8年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和4年度 令和5年度 令和6年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和7年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和5年度 令和6年度 令和7年度

他 会 計 負 担 金

令和8年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和4年度




